
 

 

ＣＬＴを核とした木材需要の拡大と地方創生の推進 

 

                                   政策提言先 内閣府、農林水産省、林野庁、国土交通省 

政策提言の要旨 

我が国の森林資源は成熟化してきており、それを生かす今後の木材需要の拡大対策として、新

たな建築資材であるＣＬＴに大きな期待が寄せられています。 

このＣＬＴを活用したモデル建築物は、全国数十箇所で整備が進み、国においてもＣＬＴ建築

に関する告示を公布・施行するなど、国内での取組は着実に前進しています。 

この機を逃すことなくＣＬＴの取組をさらに加速化させ、今後、都市部における建築物の木造

・木質化と、林業・木材産業の活性化による地方創生を図る好循環の仕組みを日本全体に拡大し

ていくために、一連の取組を一層強力に進めることを提言します。 

【政策提言の具体的内容】 

  ＣＬＴの普及推進に向けて、次の事項を盛り込んだ対策を講ずることを提言します。 

１ ＣＬＴ建築に関する基準の拡大（基準強度のバリエーションの拡大、耐火基準の整備） 

２ 中高層建築に向けた技術研究の加速化 

３ ＣＬＴの需要拡大に向けた普及活動への継続的な支援 

４ ＣＬＴに関する人材の育成及びモデル建築物の整備への支援 

５ ＣＬＴパネル関連産業の整備への支援 

 

【政策提言の理由】 

高知県では、全国に先駆けて平成２５年７月に「ＣＬＴ建築推進協議会」を設立し、この協議

会を推進母体として、具体的な建築事例を通して技術の取得や担い手の育成、フォーラムの開催

などＣＬＴの普及に向けて取り組んでいます。平成２７年度末現在、高知県内においてはＣＬＴ

を活用した建築物は６施設が整備中で、さらに複数の施設でＣＬＴの活用を検討しています。  

ＣＬＴによる施設の整備は全国的にも広がっており、また、各地域においてＣＬＴに関する協

議会が設立されるなど、ＣＬＴに対する期待が高まってきています。そうした状況を受け、志を

同じくする首長で構成された「ＣＬＴで地方創生を実現する首長連合」を昨年８月に設立し、現

在３６首長の参加を得て、情報の共有や提言活動等を行っています。 

国におきましても、ＣＬＴの活用が盛り込まれた新国立競技場の技術提案書を採択し、本年３

月３１日及び４月１日には、ＣＬＴを用いた建築物の一般的な設計法等の告示が公布・施行され

るなど、ＣＬＴへの取組は着実に前進しています。 

今後、ＣＬＴを我が国に定着させて行くためには、基準強度のバリエーションの拡大や耐火

に関する基準づくり、設計や施工に関する人材の育成、日本の気候風土に対応した設計・施工

技術の確立や、中高層建築物や大規模施設に向けた技術の開発を早急に進め、都市部における

非住宅分野への新たな需要の開拓を図っていく必要があると考えています。また、ＣＬＴの普

及に伴いまとまった木材需要に対応するため、ＣＬＴパネル等資材の供給を行う関連産業の整

備も不可欠と考えています。 

オリンピック・パラリンピック関連施設へのＣＬＴの活用を契機に、都市部を中心により多く

の建築物の木造化を進めるとともに、地方においてＣＬＴ関連の産業クラスターを構築し、国産

材の飛躍的な需要拡大につなげ、都市と中山間地域が連携して共に発展する社会を実現するよ

う、一連の取組を一層強力に推進していくことを提言します。 

                【高知県担当課室】林業振興・環境部 木材産業振興課 



●ＣＬＴ推進の取組 

  

◆今後の取り組みを一層強力に推進 
◆基準の拡大 
・多様なＣＬＴパネルに 
  対応した基準強度の 
  拡大 
・耐火に関する基準づ 

  くり   

◆普及活動への継続  
    的支援 
・都市部におけるフォーラ 
  ム及び展示会の開催 
・モデル建築物を活用し 
  た見学ツアー等の開催 

 

◆人材の育成及びモデル 
    建築物への支援 
・設計や施工に関する研修会 
  の開催 

・モデル建築物の整備を通し 
  た技術・ノウハウの蓄積 
・公共建築物への活用の推進 

◆ＣＬＴパネル関連産業 
     への支援 
・効率的な原木の生産や供 
  給体制の整備 
・ラミナ製造施設の整備 
・ＣＬＴパネル工場の整備 

都市と地方が連携した地方創生の実現 

●国等 
・ＣＬＴの日本農林規格の告示(H25.12) 
・林野庁及び国土交通省による「ＣＬＴの普及に向けたロードマップ」を公表(H26.11)  
・ＣＬＴ等木材を活用した新国立競技場の技術提案書を採択(H27.12) 
・ＣＬＴを用いた建築物の一般的な設計法等の告示を公布・施行(H28.3、4)                                                                                                                              

ＣＬＴを核とした木材需要の拡大と地方創生の推進 

地方に木材産業クラスターを整備 
・中山間地域の所得の向上と雇用の創出 

●一般社団法人日本ＣＬＴ協会の設立 
                   (H26.4) 
・フォーラム等の開催 
・海外ツアーの開催 
・ＣＬＴ建築に関するデータの収集 
 （強度・遮音・工法の検討など） 

●高知県の取組 
・全国に先駆けてＣＬＴ建築推進協 
 議会を設立(H25.7) 
・普及に向けたフォーラムや研修 
 会の開催 
・現在、6施設のＣＬＴ建築物を整 
 備中(H28年8月には全て完成) 

●取り組みの強化  
・オーストリアグラーツ工科大学木 
  材工学技術研究所と「ＣＬＴ技術 
  交流に関する覚書」を締結 
                                  (H27.2) 

●全国自治体等 
・11道県がＣＬＴに関する協議会を設立 
                    (H28.2) 
・各地域において研修会等を開催 

各
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面
に
拡
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推進体制 
の強化 

連携の 
強化 

●全国的にもＣＬＴ 
  を活用した建築  
    物の整備が始 
    まっている。 
 

●首長連合の設立(H27.8.14) 
・構成員 36首長(H28.3月末時点) 
・共同代表 高知県知事 真庭市長 
・政策提言活動(H27年度) 
〔内容〕 
  ＣＬＴの推進による地方創生の実現 
  東京オリンピック・パラリンピック関連 
  施設へのＣＬＴの活用 
   →地方創生担当大臣 
    →東京オリンピック・パラリンピック競技 
       大会担当大臣 
    →林野庁長官、国土交通省住宅局長 

◆技術研究の加速化 
・中高層建築物及び他 
  工法との組み合わせが 
  可能な技術の開発 

・日本の風土に対応した 
  設計・施工技術の確立   

都市を中心に木材需要を拡大 
      ・ＣＯ２固定による環境貢献 
      ・魅力的な都市の創造 



都市を中心に木材需要を拡大〈都市に”森”を創る〉 
◇中高層建築物の木造化によるCO2の長期間固定 
  
   
  
 
 
 
 
 

◇中高層建築物の木造化による製造・建設時 
  のCO2排出量の抑制 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 

● 木造建築物によるＣＯ２固定量 

   約１,４５６千t-CO2/年 

●木造建築によるＣＯ２排出抑 
   制量 
   約５３千t-CO2/年 
 木造とＲＣ造における製造・建設時 
 におけるＣＯ２発生量の差 ※１ 

●木造化により都市部に生まれる”森” 

約５,８０５ha /年 
 ・東京ドーム約１,２４０個分に相当 
 ・東京都世田谷区の面積に相当 

●都市部に生まれる”森”  
約５,６００ha/年 

 木造建築により固定された 
  ＣＯ２量をスギ４０年生の 
 森に換算 

＜ 
木造 ＲＣ造 

CO2   CO2   

地方に木材産業クラスターを整備 
◇木材需要の拡大に対応したＣＬＴパネル等の生産・供給 
 

●都市部に生まれる”森” 

約２０５ha/年 
   排出抑制されたＣＯ２量を 
   スギ４０年生の森に換算  

(※1ウッドマイルズ研究会 )  

木材需要 
の拡大 

林業・木材産業の活性化による”森”の再生 

 
 

●森林整備に伴うCO2 
       固定量（吸収量）の増加 
 

  約４６９千t-CO2/年  
 ・スギ４０年生が９０年生まで成長する 
  ことが前提 
 ・その間の平均成長量を基にＣＯ２固定 
  増加量を試算 

健康的で温もりのある快適な生活空間の提供 
 ◆木材はコンクリート等に比べ高い断熱性 
   能を有することから、冬は暖かく夏は涼 
  しく感じられる 
 ◆木材は空気中の湿度が高い時は水分を吸 
  収し、低い時には放出する調湿作用があ 
  り、結露を抑える 
 ◆木材は抗菌作用や音を適度に吸収し、ま 
   た、紫外線もよく吸収するなど、人に心 
  地よい感覚を与える 

都市と地方が連携した地方創生の実現 
  

「全国で年間に建築されている中高層建築物の約1割（2,100棟/年）をＣＬＴで建築した場合」 

●間伐材の供給に伴い整備される 
         森林面積（スギ40年生） 
 

約９５,０００ha/年 
            2,100棟/年に必要 
            な木材の供給に 
                      伴う間伐面積 

木材供給 

木質バイオマス発電所  

Ｃ材・Ｄ材（低質材） 

製材工場  

製材等工場から出
る端材なども再生
可能エネルギーと
して活用 

ＣＬＴパネル 
の供給 

ＣＬＴパネル工場  

Ａ材（良質材） 

ラミナ工場 
(ＣＬＴパネルの原材料)  

Ｂ材（中質材） 

植林・保育 

● ＣＬＴパネル工場５万m3/年を核として、 
  森林整備から原木の生産、加工、 

  供給による雇用効果 約７７０人 
●全体の経済波及効果   

           約１７０億円 
※雇用誘発及び経済波及効果は、H22.9高知 県経済波及効果簡易分析ツールによる 
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